
別紙 

下記のとおり、協同組合による金融事業に関する法律施行規則（平成五年大蔵省令第十号。以下「協同組合金融事業法規則」という。）の下記１．の内容につい

ては、下記２．の「対応する銀行法施行規則案」と同趣旨の改正を行う予定です。 

１．協同組合金融事業法規則において定めようとする内容 
２．対応する銀行法施行規則案 

 委任元の条項 

信用協同組合電子決済等取扱業を行う場合に関

する事項 

協同組合による金融事業に関する法律（以下「協

同組合金融事業法」という。）第６条の５第１項に

おいて準用する銀行法第 52 条の 60 の４、第６条

の５第１項において準用する銀行法第 52 条の 60

の６等 

・第 34 条の 63 の３～第 34 条の 63 の８※１ 

・第 34 条の 63 の 12※２～第 34 条の 63 の 28 

・第 34 条の 63 の 61～第 34 条の 63 の 64※３ 

・第 34 条の 63 の 69 

・第 34 条の 64 
※１第 34 条の 63 の８については別表第３の２及び第３の３を含む。 

※２第 34 条の 63 の 12第 1 項については別紙様式第 19 号の２を含む。 

※３第 34 条の 63 の 63 第１項については別紙様式第 19 号の３及び第 19

号の４を含む。 

特定預金等契約に係る信用協同組合電子決済等

関連預金媒介業務を行う信用協同組合電子決済

等取扱業者に関する事項 

協同組合金融事業法第６条の５の 11 第２項にお

いて準用する金融商品取引法第 34条、第 34 条

の２第３項第４号等 

・第 34 条の 63 の 29～第 34 条の 63 の 60 

認定信用協同組合電子決済等取扱事業者協会に

関する事項 

協同組合金融事業法第６条の５第１項において

準用する銀行法第 52 条の 60 の 30 第１項 

協同組合による金融事業に関する法律施行令第

５条の６の３第２項 

・第 34 条の 63 の 65～第 34 条の 63 の 68 

信用協同組合電子決済等取扱業務に係る紛争解

決機関に関する事項 

協同組合金融事業法第６条の５の 12 第１項第４

号イ、第６条の５の 12第３号等 

・改正案による章番号移動後の第８章の５（指定紛争解

決機関） 

信用協同組合電子決済等取扱業者が当該委託信

用協同組合に係る信用協同組合電子決済等代行

業を営む場合に関する事項 

協同組合金融事業法第６条の４の４第３項 ・第 34 条の 63 の９～第 34 条の 63 の 11 

信用協同組合等の電子決済手段の取得等に係る

情報の安全管理措置及び健全性確保を図るため

の措置に関する事項 

協同組合金融事業法第６条第１項において準用

する銀行法第 12 条の２第２項 

・第 13 条の６の９ 

・第 13 条の６の 10 

信用協同組合等の子会社等の範囲に関する事項 
協同組合金融事業法第４条の２第１項第１号ロ

又は第４条の４第２項第２号 
・第 17 条の３ 

信用協同組合・信用協同組合電子決済等取扱業者

の届出事項に関する事項 

協同組合金融事業法第７条の２第１項、第７条

の２第３項等 
・第 35 条 

信用協同組合電子決済等取扱業者の申請等に関

する経由官庁に関する事項 
協同組合金融事業法第７条の５ ・第 37 条 

外国電子決済等取扱業者に係る特例に関する事

項 
（同上） ・第 38 条の３ 

※その他、「安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律」の施行に伴う所要の規定の整備等を行う。 

（注）「協同組合金融事業法」は、安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律による改正後の条番号を、「協同組合による金融事業

に関する法律施行令」は、安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（案）によ

る改正後の条番号を、記載している。 


